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「学校体育館にエアコン設置を」与野党が要請 
 今年の夏は、気象庁が「命に関わる危険

な暑さ」「災害と認識」と述べるなど、記録

的な猛暑となりました。その異常な猛暑に

よって、練馬区内の都立高校では体育館で

授業を受けていた生徒が救急搬送されると

いう事態も起こっています。 

 こうした異常気象が今後も起こりうるこ

とを想定して、抜本的な対策を講じていく

ことが、国、地方自治体あげて求められて

います。 

 中でも、小中学校体育館へのエアコン設

置は、学校における児童・生徒の命と健康

を守る観点だけでなく、災害時の避難所と

しての機能充実を図る観点からも、優先し

て取り組むべき課題です。 

国や東京都も支援制度を開始しました。

12 月議会では、こうした動きに日野市も

機敏に応えるよう求める一般質問を日本共

産党以外に自民、公明も行いました。 

 

東京都の補助は２０２１年まで、直ちに行動を 
 国は補正予算で新しく臨時特例交付金を

創設して学校施設へのエアコン設置に関す

る補助枠を拡大し、東京都は、都内小中学

校でエアコン未設置の体育館５３８棟を対

象に断熱工事も含む補助制度を、２０２１

年度までと期限を区切って創設しました。 

 都の補助制度は、国補助にさらに上乗せ

することや、購入・設置等だけでなくリー

ス代の補助も行う方向で、かなり充実した

ものとなっています。 

 こうした国や東京都の動きを踏まえて、

調布市や武蔵野市は 12 月議会に補正予算

を計上し、町田市も 2021 年までに小中学

校 62 校と教育センターの体育館への設置

を表明しました。 

 また、この問題は、子どもの健康と教育

条件・環境にかかわる問題であり、一定の

期間で全小中学校を完了させることが必要

です。 

12 月 19 日、日本共産党日野市疑団は

大坪市長に対して、

全小中学校体育館

へのエアコン設置

完了を目標に、直ち

に動き出すことを

求める要望書を提

出しました。 

 



学校図書館に学校司書の配置を、与野党が要望 
 日本共産党は、学校図書館には、児童生

徒の読書への支援だけでなく、授業や調べ

学習などの支援という新たな役割が求めら

れていることを踏まえ、専門的な知識を備

えた学校司書を配置することを求めてきま

した。１２月市議会でも、学校司書の速や

かな配置と、学校司書の相談・支援を行う

体制を作ることを求めて一般質問を行いま

した。 

 今回の議会では、日本共産党の他にも、

自民党、公明党、無所属議員が学校司書の

配置を求める一般質問を行っています。 

与野党から学校司書の配置を求められた

教育委員会は、来年度から複数校で学校司

書の配置を行う方向であること、その学校

は隣接する小学校・中学校とし、９年間通

した教育実践ができるようにしていくこと

を検討していることも明らかになりました。 

長年、市民のみなさんが要望してきた学

校司書の配置がようやく実現します。 

引き続き、学校司書の処遇の問題や、相

談・支援体制の問題に取り組んでいきたい

と思います。 

 

 

国保税値上げ条例可決 

国保税の値上げ中止を求める請願は不採択に 
 １２月議会最終日、国保税の値上げ条例

の採決が行われ、日本共産党、有賀議員、

奥野議員が値上げに反対を表明しました。 

しかし、自民、公明、立憲民主、生活者

ネット、日本維新の会、無所属議員（秋山

議員、新井議員、島谷議員）の賛成多数で

可決されました。 

また、約２８００筆もの署名を添えて提

出された「国民健康保険税の値上げ中止を

求める請願」は、日本共産党、有賀議員、

奥野議員が採択を主張しましたが、自民、

公明、立憲民主、生活者ネット、日本維新

の会などによって不採択となりました。 

 

日米地位協定の抜本改定を求める意見書の提出を求め

る請願、委員会で採択となるも、本会議で不採択に 
 この請願は、横田基地に配備されたオス

プレイが夜間無灯火で低空飛行訓練をくり

かえしている実態や、全国知事会が日米地

位協定の抜本見直しを求める提言を行った

ことをふまえて、日野市議会に日米地位協

定の抜本的改定に取り組む意見書の提出を

求めるものです。 

 企画総務委員会では、日本共産党、生活

者ネット、有賀議員、秋山議員の４人が採

択を主張、自民、公明の３人は不採択を主

張しましたが、賛成多数で可決されました。 

 しかし、１８日の本会議では、自民、公

明、日本維新の会、無所属（新井議員、島

谷議員）の多数

で不採択とな

りました。



 


